
























































































所定労働時間 男性 3a5 9．1 1170
女性 35．0 10．1 1640
男女計 36．5 9．9 2810
週間総労働時間（つ 男性 46．2 1t91170
女性 40．3 12．21640
男女計 42．8 12．4 2810























フルタイム勤務 パート勤務 わからない 計
男性 N 1，068 102 0 1」70
％ 913 8．7 0．0 100．0
女性 N 1，274 363 3 1，640
％ 77．7 22．1 0．2 100．0
男女計 N 2，342 465 3 2β10








所定労働時間 フルタイム勤務 39．5 6．6 2342
パート勤務 21．2 9．4 465
計 36．5 9．9 2810
週間総労働時間（1） フルタイム勤務 47．9 11．0 2342
パート勤務 28．4 12．8 465
計 447 13．5 2810






フルタイム勤務 13．1 16．6 2342
パート勤務 一1．2 16．O 465

















男女計 希望あり 希望なし わからない 回答拒否 計
フルタイム勤務 N 430 1，895 15 2 2，342
％ 18．4 80．9 0．6 0．1 100．0
パート勤務 N 160 302 3 0 465
％ 34．4 65．O 0．7 0．0 100．0
計 N 590 2」97 ≦8 2 2β07
％ 2tO 783 0．6 0．1 100．0
男性 希望あり 希望なし わからない 回答拒否 計
フルタイム勤務 N 131 928 9 0 1068
％ 12．3 86．9 0．8 100．0
パート勤務 N 47 55 0 0 102
％ 46．1 53．9 0．0 100．0
計 N 178 983 9 0 1170
％ 15．2 84．0 0．8 100．0
女性 希望あり 希望なし わからない 回答拒否 計
フルタイム勤務 N 299 967 6 2 1，274
％ 23．5 75．9 α5 0．2 100．0
パート勤務 N 喚13 247 3　’ 0 363
％ 31．1 68．0 0．8 0．0 100．0
計 N 412 1，214 9 2 1，637






























失職する 33．4 29．6 39．0
自分が成功しない 42．9 36．5 41．3
上司からの圧力 15．2 16．4 149
同僚からの圧力 6．8 6．9 6．8
自己基準の達成 54．1 46．6 53．4
企業が困る 43．5 39．7 4t5
仕事完遂のため 49．8 46．8 47．9














Aregular　daytime　schedule 75．9 79．6 57．4
Aregular　evening　shift 4．4 3．3 10．1




Some　other　schedule 1．3 1．2 1．3
計 100．0 100．0 100．0
N 2810 2342465
始終業時間一定昼勤務 75．9 79．6 57．4
シフト勤務 15．7 13．6 26．7






完壁 まあまあ 良くない 全くダメ
Aregular　daytime　schedule 56．0 42．5 0．8 0．4
Aregular　evening　shift 38．7 51．6 0．8 8．1
Aregular　night　shi慌 41．3 47．5 2．5 8．8
Arotating　shift－one　that　changes　time　of　day23．9 63．5 2．0 107
Asp翫shift　consisting　of　two　distincinct　periods39．0 51．2 4．9 4．9
Aflexible　or　variable　schedule　with　no　set　hours43．8 47．8 3．0 5．5
Some　other　schedule（v） 31．4 48．6 14．3 5．7







完壁 おおいに いくらか ほとんどなし 全くなし
Aregular　daytime　schedule 13．6 23．9 24．5 15．4 22．5
Aregular　evening　shift 14．5 20．2 26．6 16．1 21．8
Aregular　night　shi牡 113 12．5 25．0 17．5 33．8
Arotating　shift－one　that　changes　time　of　day12．7 183 31．0 16．8 21．3
Asplit　shift　consisting　of　two　distinct　periods4．9 17．1 36．6 14．6 26．8
Aflexible　or　variable　schedule　with　no　set　hours28．9 33．8 21．9 7．5 7．5
Some　otherscheduie 1t4 28．6 14．3 20．0 25．7







N ? N ? N
?
Don「t　know 8 0．3 2 0．2 6 0．4
Refused 2 0．1 1 0．1 1 0．1
Strongly　Agree676 24．1 306 26．2 370 22．6
Somewhat　Agree1，150 40．9 497 42．5 653 39．8
Somewhat　Disagree508 18．1 200 17．1 308 18．8








男性・年齢別 一19 20－29 30・39 40－49 50－59 60＋計
Strongly　Agree15．2 25．7 25．3 25．0 26．4 38．6 26．2
Somewhat　Agree39．4 37．4 40．3 47．8 44．239．8 42．5
Somewhat　Disagree6．1 22．9 17．1 15．2 17．3璽3．3 17．1
Strongly　Disagree39．4 14．0 17．1 12．0 113 8．4 14．0
計 100．0 100．0 100．Q 100．0 100．O 100．O 100．0
女性・年齢別 一19 20－29 30．39 40－4950－59 60＋
?
Strongly　Agree13．3 16．6 25．7 22．4 23．2 31．2 22．6
Somewhat　Agree35．6 37．8 37．5 45．2 40．8 29．539．8
Somewhat　Disagree22．2 24．818．7 15．7 18．4 15．6 18．8
Strongly　Disagree28．9 20．917．8 16．1 16．8 23．8 18．4







男性・時間 一34 35－39 40－4950－5960時間以上 計
Strongly　Agree30．9 17．1 25．1 26．9 63．6 26．2
Somewhat　Agree29．5 57．1 43．9 46．2 13．6 425
Somewhat　Disagree18．7 15．7葉7．6 1t5 46 17．1
Strongly　Disagree20．9 8．6 133 13．5 17．2 14．0
計 100．0100．0100．0 100．0 100．0 100．0
女性・時間 一34 35－39 40－49 50－5960時間以上 計
Strongly　Agree23．1 20．5 22．7 31．6 18．8 22．6
Somewhat　Agree35．2 40．9 4t7 42」 37．5 39．8
Somewhat　Disagree20．6 19．1 17．7 21．1 25．0 18．8
Strongly　Disagree20．6 19．1 1Z5 53 18．8 18．4








N ? N ?
Strongly　Agree562 24．0 114 24．5
Somewhat　Agree991 42．3 158 33．9
Somewhat　Disagree411 17．5 95 20．4












N ? N ? N
?
管理監督職 1ρ69 38．0 503 43．0 566 34．5
管理監督者以外 1，736 6t8 666 5691ρ70 65．2
不明 4 0．1 4 0．2
回答拒否 1 0．0 1 0．1
計 2，810100．0 1，170 100．01，640 100．O
表2　－14　勤務形態別管理・監督職か否か
フルタイム パートタイム
N ? N ?
管理監督職 967 41．3 102 21．9






実労働時間 平均 標準偏差 N
管理監督職 46．5 11．7 1069
管理監督者以外 40．5 12．3 1736





管理監督職 管理監督者以外 管理監督職 管理監督者以外
Strongly　Agree 31．4 18．8 29．4 23．2
Somewhat　Agree42．7 42．0 39．2 32．6
Somewhat　Disagree15．1 19．3 15．7 21．6
Strongly　Disagree10．7 19．5 13．7 22．7







































































































本格活用 均等先行 ファミフレ先行 男性優先
第1象限 第IV象限 第H象限 第nl象限 計 t検定
均等高 均等高 均等低 均等低
ファミフレ高 ファミフレ低 ファミフレ高 ファミフレ低
N 232 118 119 246 715
計 32．5 16．5 16．6 34．4 100
財務データ 一人当り売上（百万円） 10229 85．4 67．34 62．1 78．89 禽
一人当経常利益（百万円） 3．98 2．25 3．36 1．45 2．66 ，費
5年前との 売上高 3．47 2．86 3．17 3．23 3．23 ★★
比較スコア 経常利益 3．48 2．87 3．22 3．21 3．24 曹費脅
生産性 3．54 3 3．57 3．26 3．35
同業他社比 売上高 3．28 3」 3．05 3．2 3．18
較スコア 経常利益 3．15 3．03 275 3．02 3．02 禽
生産性 3．15 2．95 2．92 3．02 3．03
?
2000年と比社員 27．6 19．5 11．7 19．5 20．8
べた増加率 非正社員 413 43．5 41．8 40．7 41．5
10％以上 派遣労働者 409 31．9 47．1 34．5 38．1



































































































































能力を高める良い機会である 94 5．1％ 7．7％ 4．6％
社外での人的ネットワークを拡大する良い機会である 279 15．1％ 35」％ 11．5％
社外の価値観や考え方に触れる良い機会である 670 36．4％ 60．0％ 32．0％
仕事での時間管理を上手に行う能力が高まる 400 21．7％ 32．3％ 19．8％
仕事を効率的に進める能力が高まる 389 21．1％ 32．6％ 19．0％
仕事を新しい観点からみることができる 695 37．7％ 45．6％ 36．3％
その他 340 18．5％ 12．6％ 19．5％
無回答（すなわち効果がないと思っている） 221 12．0％ 6．0％ 13．1％














男　性 女　性 男　性 女　性
能力を高める良い機会である 7．7％ 10．3％ 7．5％ 4．6％ 4．5％ 4．8％
社外での人的ネットワークを拡大する良い機会である 35．1％ 6．9％ 38．0％ 11．5％ 10．1％13．1％
社外の価値観や考え方に触れる良い機会である 60．0％ 31．0％ 63．1％32．0％ 29．1％34．9％
仕事での時間管理を上手に行う能力が高まる 32．3％ 34．5％31．0％ 19．8％17．2％ 22．8％
仕事を効率的に進める能力が高まる 32．6％ 20．7％ 33．3％19．0％ 16．4％ 21．8％
仕事を新しい観点からみることができる 45．6％ 31．0％ 46．3％36．3％ 33．8％39．1％
その他 12．6％ 13．8％ 12．2％ 19．5％22．6％ 15．9％
無回答（すなわち効果がないと思っている） 6．0％ 17．2％ 47％ 13．1％ 12．0％14．5％

















能力を高める良い機会である 10．3％ 9．5％ 4．3％0．0％ 0．0％0．0％ 77％
社外での人的ネットワークを拡大する良い機会である 43．6％35．8％ 34．8％33．3％ 17．2％333％35．1％
社外の価値観や考え方に触れる良い機会である 487％68．2％ 52．2％50．0％3tO％50．0％ 60．0％
仕事での時間管理を上手に行う能力が高まる 25．6％ 37．4％ 17．4％16．7％20．7％ 16．7％ 32．3％
仕事を効率的に進める能力が高まる 15．4％40．8％174％50．O％13．8％0．0％ 32．6％
仕事を新しい観点からみることができる 46．2％ 48．6％ 56．5％50．0％ 13．8％33．3％ 45．6％
その他 28．2％ 8．9％ 8．7％0．O％ 17．2％ 16．7％ 12．6％
無回答（すなわち効果がないと思っている） 2．6％ 2．8％13．0％ 0．0％ 27．6％ O．0％ 6．0％
N 39 179 23 6 29 6 285
84
　これらの効果とWLB（総合）満足度などとの関係をみる。そのさいに、
（1）利用経験者（あるいは周囲経験者）のうちで、該当の効果をあげた社員とあげなかった社員を比べ
　　るやり方、と
（2）「周囲も本人もない」を含めて、該当の効果をあげた社員とあげなかった社員を比べるやり方があ
　　る。
　（1）についてみると、「能力を高める良い機会である」とWLB指標（総合）との間に有意な関係がな
かった（ワーク・ライフ・バランス塾、学習院大学経済経営研究所（2007）19頁）。ゆえに、育児・介護
休業をとることは、能力を開発する直接的な機会とはならない。しかし、時間制約のなかで仕事を進め
ることが鍛えられ、時間管理能力（「仕事での時間管理を上手に行う能力が高まる」）、仕事を効率的に進
める能力（「仕事を効率的に進める能力が高まる」）の向上につながるという効果がある。それに加えて
「仕事を新しい観点からみる」という効果があり、「社外での人的ネットワークの拡大」「社外の価値観・
考え方に触れる機会」という面も見逃せない効果である。
　時間管理能力の向上、仕事を効率的に進める能力の向上、「仕事を新しい観点からみる」などの効果
は、「業務プロセスの視点」「顧客の視点」からみた経営パフォーマンスの向上に関連が深い。
7　インプリケーションと課題
　WLBの研究データについて、わが国以外では米国、英国の基礎データを整理した。同じ設問あるいは
似た設問で国際比較するのはWLBに限らず難しいが、今後よりきめ細かく比較対照する必要がある。わ
が国の研究も進んできているので、諸外国の深い研究をチェックしていくことを忘れてならない。
　国際比較といってもアングロ・サクソンの英米だけになったが、先進諸国では大陸ヨーロッパ諸国に
おけるWLB調査を調べる必要がある。　EUが行なうものだけでなく各国独自で行なう調査も重要である。
発展するアジア諸国におけるWIB調査を調べることも当然重要である。
参考文献
石田克平（2006）「育児と仕事の共通性について一一仕事か家庭かの2項対立を超えて」『キャリアデザイ
　ン研究』2号
家庭にやさしい企業（仮称）研究会（1999）「『ファミリー・フレンドリー』企業をめざして」女性労働
　協会
川口章（2002）「ファミリー・フレンドリー施策と男女均等施策」『日本労働研究雑誌』503号
川口章（2007）「均等化施策とワーク・ライフ・バランス施策が男女の賃金に及ぼす影響：企業・一般社
　員・管理職調査結合データを用いて」労働政策研究・研修機構『仕事と家庭の両立支援にかかわる調
査』労鱗研究・研li獅㎜調査シV一ズNα372購7月
児玉直美・小滝一彦・高橋陽子（2005）「女性雇用と企業業績」『日本経済研究』52号
佐藤厚（2007）　「ワーク・ライフ・バランスと労働時間の弾力化」『21世紀生活ビジョンに関する研究
　会報告書』電機総研2007年4月
武石恵美子（2006a）『雇用システムと女性のキャリア』勤草書房
ワーク・ライフ・バランスの国際比較 85
武石恵美子（2006b）「企業からみた両立支援策の意義」『日本労働研究雑誌』553号
武石恵美子（2007）「ワーク・ライフ・バランス施策と従業員のモチベーション」『21世紀生活ビジョン
　に関する研究会報告書』電機総研2007年4月
前田正子（2001）「ファミリーフレンドリー企業と労働組合？仕事と家庭の両立に向けての労働組合の役
　割」清家篤編「生涯現役時代の雇用政策』日本評論社
松原光代・脇坂明（2005a）（2005b）（2006a）「米英における両立支援策と企業のパフォーマンス（1）
　（H）（皿）」『学習院大学経済論集』41巻4号、42巻2号、42巻4号2005年2月、8月、2006年1月
両立支援と企業業績に関する研究会（2006）『両立支援と企業業績に関する研究会報告書』ニッセイ基礎
　研究所
労働政策研究・研修機構（2007）「仕事と家庭の両立支援にかかわる調査」労働政策研究・研修機構
　皿Lpr調査シリーズNo．372㏄ワ年7月
脇坂明（1gon）『職場類型と女性のキャリア形成・増補版』御茶の水書房
脇坂明（1998）「企業における仕事と家庭の両立支援制度の分析」『再雇用制度研究会報告書（別冊）』婦
　人少年協会
脇坂明（2001a）「均等度の変化」女性の就業行動に係る調査研究会『女性の就業行動に係る調査研究会
　報告』21世紀職業財団
脇坂明（2001b）　「ファミフレ制度の規模、業種、地域別分析および変化」女性の就業行動に係る調査
　研究会『女性の就業行動に係る調査研究会報告』21世紀職業財団
脇坂明（2001c）「仕事と家庭の両立支援制度の分析」猪木武徳・大竹文雄編『雇用政策の経済分析』東
　京大学出版会
脇坂明（2005）「労働組合の女性施策に対する効果？女性施策に労働組合は有効か」『電機総研リポート』
　310号
脇坂明（2006a）「ファミリー・フレンドリーな企業・職場とは一均等や企業業績との関係」『季刊家計経
　済研究』71号
脇坂明（2006b）「英国におけるワーク・ライフ・バランス」『学習院大学経済論集』43巻3号
脇坂明（2007a）「育児休職、育児短時間勤務と人事考課」『21世紀生活ビジョンに関する研究会報告書』
　電機総研2007年4月
脇坂明（20〔tb）「短時間正社員に対するニーズ」『21世紀生活ビジョンに関する研究会報告書』電機総研
　2007年4月
脇坂明（2007c）「均等、ファミフレが財務パフォーマンス、職場生産性に及ぼす影響」労働政策研究・
　研修機構『仕事と家庭の両立支援にかかわる調査』労働政策研究・研修機構JILI’1”調査シリーズNo．37
　20α7年7月
ワーク・ライフ・バランス塾、学習院大学経済経営研究所（2007）「WLB実現に向けての指標の開発と
　活用報告書」学習院大学経済経営研究所
Dex，　Shiitley　and　C．Smith（2002），7he　IVature　and　Pattem（offami’ly－Lf7iendly　emplb＞7nentpolicies　in　Bn’tzin．　BristC）1；The　Polity
　Press．
Gray　Helen（2002）“Fcvm’ly－FriencUy　Wo，kんg’　W7zata　Pe（fonnance！i‘！n　Analysis　ofthe　RelatiOnshiP　BetWeen　the　Avai’lability
　ofFcmii’ly－Friendly　Policies　and　Esttthtishnzent　Pe（fonnance　”Economic　and　Social　Research　Council．
86
Heery，　Edm㎜d（2006），『Bargaining｛br　Balance：Union　Policy　on　Work－Life　ISsues　in　the　United　Kingdom”in　PaUl　Blyton　et
　al　eds．　Work一峨伽8ハα加η一lntetnational　Pempecn’ve　on　Balancin8　ofルfttltiple　Roles．　NY：Palg餓ve　Macm皿an．
Kersley，　Ba蜘Carmen　Alpin，　John　Fo曲，　Alex　B【yson，　Helen　Bewley，　Gil　I〕lix　and　Sarah　Cbcenbridge（2006），1瑠漉惚
　W∂ゆlace－1「indin8s．かo〃2伽2（1〕4　Wbゆlace　Empk））7nent　Relations　Survely．　LDndon　and　NY：Routledge．
W鳳Sな∋phen　and　ljlian　M．　De　Menezes（2吻，‘捌y一飼endy，閃圃oppo血1i脚d㎞帥一involvement㎜明ement㎞
　Britain”，　hl　Pder　Boxall，John　Puiもll　and　Patrick　Wright　eds。7勉（勾襯H励ook（～fHtoncm　Resourceルlanage〃tent．
　Oxford　University　Press．
「
ワーク　ライフ・バランスの国際比較 87
付録
1　㎜調査概要
調査名：「仕事と家庭の両立支援にかかわる調査」
調査期間：2006年6月28日～7月21日
調査方法：郵送による調査票の配布・回収
　　　　　※企業調査は、企業の人事・労務担当者宛てに郵送。従業員調査は、企業を通じて、管理
　　　　　　職5人、一般杜員10人に配布した。
調査対象　企業調査：全国の従業員数300人以上の企業6000社（業種・規模別に層化無作為抽出）
　　　　　従類調査：企翔査の対象蝶で働く管理職3㎜人髄対象蝶に1蝶あたり管理
　　　　　　　　　　　職5人）、一般社員60000人（調査対象企業に1企業あたり一般社員10人）へ
　　　　’　　　　　　の調査票配布を依頼した。
有効回収数：企業調査863社（有効回収率、14．3％）
　　　　　　管理職調査3299人（有効回収率10．99・）
　　　　　　一般社員調査6529人（有効回収率10．8％）
2　電機総研調査概要
　電機総研が「21世紀生活ビジョン研究会」（主査：脇坂）を組織し2006年に行ったアンケート調査で
ある。電機連合の組合員4388名（有効回答：以下、同じ）だけでなく、電機連合傘下の企業101社、過
去5年以内に育児休職から復職した組合員504名（制度利用者調査）、その復帰者の復職時の上司501名
（管理職調査）である。
3　ニッセイ基礎研究所調査
　両立支援と企業業績に関する研究会（2006）で作成されたもので、ニッセイ基礎究所による2005年の
データである。「両立支援と企業業績に関する研究会」は、会社四季報から従業fi　301－2000人規模の上
場・未上場企業3464社を対象に郵送調査をおこない446社の有効回答を得た
4　WLB塾＝（｝EM（学習院大学経済経営研究所）調査
　WLB指標作成のために2007年1月に行われた調査で、ワーク・ライフ・バランス塾の有志企業9社を
対象に企業調査と従業員調査（2871人）のデータである。
